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IPCC評価報告書とは
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気候変動に関する政府間パネル
Intergovernmental Panel on Climate Change

1988年、世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）が設立
し、国連総会がそれを是認

現在、195か国の政府が加盟

人間が引き起こす気候変動に関する科学的、技術的、社会経済学的
な研究や情報に関する文献を世界中から集めて評価

気候変動問題に関する政策検討のために科学者が協力して助言

報告書は政策に関わるものであるが、政策を規定するものではない

IPCCとは
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IPCC 総会

IPCC ビューロー

IPCC 執行委員会

IPCC 事務局
(在スイス・ジュネーブ)

第１作業部会
（WGI）

自然科学的
根拠

技術支援ユニット
(フランス、中国)

第２作業部会
（WGII）

影響、適応、
脆弱性

技術支援ユニット
(ドイツ、南アフリカ)

第３作業部会
（WGIII）

気候変動の
緩和

技術支援ユニット
(イギリス、インド)

国家温室効果ガ
スインベント
リーに関する
タスクフォース

(TFI)

技術支援ユニット
(日本)

執筆者、査読者 等の専門家
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IPCC UNFCCC（国連気候変動枠組条約）

第１次評価報告書（FAR：1990） UNFCCC の合意（1992）

第２次評価報告書（SAR: 1995） 京都議定書の合意（1997）

第３次評価報告書（TAR: 2001） マラケシュ合意（2001）

第４次評価報告書（AR4: 2007） バリ行動計画（2007）
コペンハーゲン合意（2009）
カンクン合意（2010）

第５次評価報告書（AR5: 2013-14） パリ協定の合意（2015）

第６次評価報告書（AR6: 2021-22） グローバルストックテイクに貢献、
各国の野心度向上?????

気候変動に関する総合的な科学的・技術的評価報告書

IPCC評価報告書（Assessment Report）
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なぜIPCC報告書は信頼され重視されるのか・・・

（資料：IPCCホームページより）

透明性の高い手続きに従って、
世界中から集められた科学者が
作成し、世界中の政府や専門家
のレビューを受けて完成する

第6次評価報告書 第3作業部会
報告書では：

65か国から278名の執筆者

さらに354名が執筆を補佐

18,000以上の科学的文献を
評価

各国政府や専門家からの、
59,212のレビューコメント
を考慮
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４つの報告書から成る
第1作業部会(WG1)報告書：自然科学的根拠

第2作業部会(WG2)報告書：影響、適応、脆弱性

第3作業部会(WG3)報告書：気候変動の緩和

統合報告書

各作業部会報告書の構成
政策決定者向けの要約（Summary for Policymakers: SPM）

テクニカル・サマリー（Technical Summary: TS）

各章

IPCC評価報告書の構成
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各国政府の政策担当者や一般市民向けの要約
科学者でなくても理解できるように、なるべく平易な表現で

とりわけ重要な事項を凝縮

各国政府代表者と科学者（報告書執筆者）の協議により完成
文章一つ一つを協議、全ての政府代表が合意するまで推敲

同じ科学的事実でも、表現の仕方でニュアンスは異なる

政府代表が合意できない文章や図表は削除されることもある
• 執筆者の科学的評価を否定するということではなく、それをどう表現するかあるいは
盛り込むか、の議論

• SPMから削除された内容も、TSや各章からは削除されない

今回は3/21～4/4まで
2週間強かけて実施

政策決定者向けの要約（SPM）とは
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IPCC第6次評価報告書（AR6）
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第6次評価報告書の背景・特徴

パリ協定合意後、初の評価報告書
1.5℃目標や2℃目標を意識

CO2排出量やGHG排出量の「ネットゼロ」に関する分析

パリ協定の下での各国の政策（Nationally Determined Contributions: NDCs）を
踏まえた分析

「持続可能な開発のための2030アジェンダ」採択後、初の評価報告書
適応・緩和策とSDGsとの関係を評価

衡平性（Equity）、公正な移行（Just transition） などの重視

先住民やその土地固有の人々（Indigenous Peoples）、地域コミュニティ
（Local communities） などの重視

「都市」のクローズアップ

需要側の対策についての評価 /等々
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1.5℃の地球温暖化に関する特別報告書 (SR15)
［2018年10月］

気候変動と土地に関する特別報告書 (SRCCL)
［2019年８月］

変動する気候下での海洋と雪氷圏に関する
特別報告書 (SROCC)
［2019年9月］

先行して発表された３つの特別報告書
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 人間の影響で大気・海洋・陸地が
温暖化してきたことは疑う余地が
ない。大気・海洋・雪氷圏・生物
圏で、広範かつ急速な変化が既に
起きている。

 自然科学的見地からは、人間が
引き起こしている地球温暖化を
一定のレベルで抑えるためには、
過去からのCO2累積排出量を制限
しなければならず、少なくとも
CO2排出量をネットゼロにする
必要がある。加えて、CO2以外の
温室効果ガスの排出量も大きく
削減する必要がある。

第1作業部会（WG1）報告書［2021年8月］
自然科学的根拠

（資料：第6次評価報告書第1作業部会報告書・政策決定者向け要約 Figure SPM.1）
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 極端現象の頻度と強度の高まりな
ど、人間が引き起こしている地球
温暖化は、既に自然と人間に対す
る広範な悪影響をもたらしている。

 気候変動は人間の幸福と地球の健
康に対する脅威である。地球規模
の先見の明のある協調した行動が
さらに遅れれば、すべての人々・
生物にとって生存可能で持続可能
な未来を確保するための、小さく
急速に閉じつつある機会は失われ
てしまうだろう。

第2作業部会（WG2）報告書［2022年2月］
影響、適応、脆弱性

（資料：第6次評価報告書第2作業部会報告書・政策決定者向け要約 Figure SPM.3）
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第3作業部会(WG3)報告書
気候変動の緩和
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AR6 WG3報告書の章立て
第1章 序と枠組み

第2章 排出傾向と駆動要因

第3章 長期目標と整合する緩和の経路

第4章 短期・中期の緩和と開発の経路

第5章 需要、サービスと緩和の社会的側面

第6章 エネルギーシステム

第7章 農業、林業及びその他の土地利用（AFOLU）

第8章 都市システムとその他の居住地

第9章 建築物

第10章 運輸

第11章 産業

第12章 セクター横断の展望

第13章 国・地域の政策と制度

第14章 国際協力

第15章 投資とファイナンス

第16章 イノベーション、技術の開発と移転

第17章 持続可能な開発の文脈における移行の加速

報告書の枠組み

排出傾向、緩和の
駆動要因や経路の

全体的評価

セクターごとの分
析・評価

緩和を駆動する
制度的要因

緩和を駆動する
資金・技術的要因

まとめ
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A: 序と枠組み

B: 最近の進展と傾向

C: 地球温暖化を抑制するためのシステム変革

D: 緩和と適応と持続可能な開発の連携

E: 対策の強化

AR6 WG3報告書のSPMの構成
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 人為的なネットのGHG総排出量は、2010～2019年の期間に増加し続けた。1850年以降のネットのCO2累積排出量も然り。この期間の
年間平均GHG排出量はそれ以前のどの10年間よりも大きかったが、この期間の排出量増加率は2000～2009年のそれよりも低かった。
（高い確信度）

最近の進展と傾向（1）

（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・政策決定者向け要約 Figure SPM.1より一部抜粋）
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 世界全体でのGHG排出量への地域的な寄与の度合いは、大きく異なったままである。地域レベルや国レベルの一人当たり排出量の違いは、
それぞれの発展段階の違いを部分的に反映したものだが、同じような所得水準でも一人当たり排出量には大きな違いが見られる。一人当
たり排出量が上位10%の家庭が、世界の家庭部門のGHG排出量において非常に大きな割合を占めている。少なくとも18か国が、10年以上
にわたってGHG排出削減を続けている。(高い確信度)

最近の進展と傾向（2）

（資料：
第6次評価報告書
第3作業部会報告書・
政策決定者向け要約
Figure SPM.2より
一部抜粋）
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 いくつかの低排出技術のユニット
コストは、2010年以降継続的に低
下してきた。イノベーション政策
パッケージが、このコスト削減と
世界規模での普及を支えた。イノ
ベーションシステムに関する、
個々の事情に即した政策と包括
的・普遍的な政策の両方が、低排
出技術の世界規模での普及に潜在
的に関連する分配、環境、社会へ
の影響を克服するのに役立ってき
た。発展途上国では、それを可能
にする条件があまり整っていない
ため、イノベーションが遅れてき
た。デジタル化によって排出削減
を実現することができるが、デジ
タル化は適切に管理しないと副次
的な悪影響も持ちうる。
(高い確信度)

最近の進展と傾向（3）

（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・政策決定者向け要約 Figure SPM.3）
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 COP26より前に世界各国が発表した
温暖化対策（国が決定する貢献：
NDCs）が示唆する2030年の世界全体
のGHG排出量では、21世紀中に温暖
化が1.5℃を超える可能性が高い。そ
うなると、温暖化を2℃までに抑える
ためには2030年以降に緩和努力を急速
に加速する必要がある。2020年末まで
に実施された政策だけでNDCsが実施
されない場合の世界全体のGHG排出量
は、NDCsが実施された場合のGHG排
出量よりも高くなると予測される。
(高い確信度)

 既存及び現在計画中の化石燃料インフ
ラを追加的な削減策なしで耐用年数
いっぱいまで使った場合に予測される
将来のCO2の累積排出量は、オーバー
シュートなしで、あるいは限定的な
オーバーシュートを伴い温暖化を
1.5℃に抑える経路におけるネットの
CO2累積排出総量を超える。それは温
暖化を2℃に抑える経路におけるCO2

のネットの累積排出総量にだいたい等
しい。(高い確信度)

最近の進展と傾向（4）

（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・
政策決定者向け要約 Figure SPM.4）

実施済みの政策からの傾向

2030年までNDC実施、
2℃に抑える(>67%)または
高いオーバーシュートの後
1.5℃に戻る(>50%)ケース

2℃に抑える(>67%) ケース

オーバーシュートなしで、
または限定的なオーバー
シュートを伴い1.5℃に抑
える(>50%) ケース
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 オーバーシュートなしで、または限定的なオーバーシュートを伴い温暖化を1.5℃に抑える（可能性>50%）モデル経路、及び、温暖化を2℃
に抑える（可能性> 67%）モデル経路では、世界全体のGHG排出量は2020年から遅くとも2025年までにピークに達すると予測される。そし
てそれは、温暖化をそれらの水準で抑えるための行動が即座に実施されることを前提としている。どちらのタイプの経路でも、2030年代、
2040年代、2050年代を通じて急速で大幅なGHG排出削減が続く。(高い確信度) 2020年末までに実施されたものを超える政策の強化がなけれ
ば、GHG排出量は2025年以降も増加すると予測され、温暖化は2100年までに3.2℃［2.2～3.5℃］に達すると予測される。(中程度の確信度)

 オーバーシュートなしで、または限定的なオーバーシュートを伴い温暖化を1.5℃に抑える（可能性> 50%）モデル経路では、世界全体のCO2

排出量ネットゼロは、2050年代前半に達成される。温暖化を2℃に抑える（可能性> 67%）モデル経路では、その時期は2070年代前半である。
これらの経路の多くではCO2ネットゼロを達成した後、CO2排出量がネットで負となる状況が続く。また、これらの経路には、 CO2以外の
GHGの大幅な排出削減も含まれている。ピーク時の温暖化のレベルは、ネットゼロに至るまでのCO2累積排出量と、ピーク時までのCO2以外
の気候強制因子の変化によって異なる。2030～2040年までにGHG排出量を大幅に削減（特にメタンの排出を削減）すれば、ピーク時の温暖化
レベルは下がり、温暖化のオーバーシュートの可能性は低くなり、今世紀後半に温暖化を反転させるためにCO2排出量をネットで負にする対
策に頼る必要性は低くなる。GHG排出量ネットゼロに到達してそれを維持できれば、温暖化は次第に低下していく。(高い確信度)

地球温暖化を抑制するためのシステム変革（1）

50th percentile value

[5th -95th] 
年間GHG排出量
(CO2換算 Gt/年)

2019年からの
GHG排出削減 (％)

排出に関するマイルトーン CO2累積排出量
(Gt/年)

カテゴリー 2030 2040 2050 2030 2040 2050 CO2
排出量
ピーク

GHG
排出量
ピーク

CO2
ネット
ゼロ

GHG
ネット
ゼロ

2020年か
らネットゼ
ロまで

2020～
2100年

C1 オーバーシュートなしで、または限定
的なオーバーシュートを伴い1.5℃に抑
える（可能性>50%）経路

31
[21-36]

17
[6-23]

9
[1-15]

43
[34-60]

69
[58-90]

84
[73-98]

2020-2025
[2020-2025]

2050-
2055
[2035-
2070]

2095-2100
[2050-…]

510
[330-710]

320
[-210-570]

C1a C1のうち、GHG排出量ネットゼロに到
達する経路

33
[22-37]

18
[6-24]

8
[0-15]

41
[31-59]

66
[58-89]

85
[72-100]

2070-2075
[2050-
2090]

550
[340-760]

160
[-220-620]

C1b C1のうち、GHG排出量ネットゼロに到
達しない経路

29
[21-36]

16
[7-21]

9
[4-13]

48
[35-61]

70
[62-87]

84
[76-93]

…-…
[…-…]

460
[320-590]

360
[10-540]

C2 大きいオーバーシュートを伴い1.5℃に
抑える（可能性>50%）経路

42
[31-55]

25
[17-34]

14
[5-21]

23
[0-44]

55
[40-71]

75
[62-91]

2020-2025
[2020-2030] [2020-2025] 

2055-2060
[2045-
2070]

2070-2075
[2055-…]

720
[530-930]

400
[-90-620]

C3 2℃に抑える（可能性>67%）経路 44
[32-55]

29
[20-36]

20
[13-26]

21
[1-42]

46
[34-63]

64
[53-77]

2020-2025
[2020-2030] [2020-2025] 

2070-2075
[2055-…]

…-…
[2075-…]

890
[640-1160]

800
[510-1140]

（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・政策決定者向け要約 Table SPM.1をもとに作成）
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 エネルギーセクター全体でGHG排出量を削減するには、化石燃料使用全体の大幅な削減、低排出エネルギー源の活用、他のエネルギー
キャリアへの転換、エネルギー使用効率化と保全などを含む、大きな転換が必要となる。排出削減対策が施されていない化石燃料インフ
ラを建設し続けると、GHGの高い排出量を固定化（ロックイン）してしまうことになるだろう。(高い確信度)

 コストがCO2換算1トンあたり100米ドル以下の緩和オプションを実施すると、2019年レベルの世界のGHG排出量の少なくとも半分の削減
を、2030年までに達成しうる。(高い確信度) モデル化された経路において世界のGDPは上昇し続けるが、緩和行動の経済的便益を考慮
に入れないと、現在の政策を超える緩和を実施しない経路に比べて、2050年のGDPは数%低くなる。評価した文献のほとんどにおいて、
温暖化を2℃までに抑えることによる世界の経済的便益は、緩和のコストを上回ると報告されている。(中程度の確信度)

地球温暖化を抑制するためのシステム変革（2）

（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・
政策決定者向け要約 Figure SPM.7より一部抜粋）
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地球温暖化を抑制するためのシステム変革（3）

（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・
政策決定者向け要約 Figure SPM.7より
一部抜粋）
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（資料：第6次評価報告書第3作業部会報告書・

政策決定者向け要約 Figure SPM.8）

 衡平な気候変動緩和と適応の行動を加速することは、持続可能な発展
のために極めて重要である。気候変動対策となる行動は、それぞれが
トレードオフの関係にもなり得る。個々のオプションによるトレード
オフは、政策デザインによって対処可能である。国連の「持続可能な
開発のための2030アジェンダ」の下で採択されたSDGsは、持続可能
な発展の文脈において、気候変動対策となる行動を評価するための基
基準として使うことができる。(高い確信度)

緩和と適応と
持続可能な開発の連携
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 すべての国において、より幅広い開発の文脈の中に位置付けられた緩和努力によって、排出削減のペースと深さと幅広さを高めることが
できる。(中程度の確信度) 開発経路を持続可能なものに移行させる政策は、利用可能な緩和対策のポートフォリオを広げ、他の開発目
標とのシナジーを追求することを可能とする。(中程度の確信度) 開発経路を変え、異なるシステム間をまたがって緩和と大変革
（transformation）を加速するための行動を、私たちは今、始めることができる。(高い確信度)

気候変動は、人間が1世紀以上にわたって、
持続可能でないやり方で、エネルギーや土
地の利用、消費と生産を続けてきた結果だ。

この報告書が示したのは、今、行動するこ
とが、私たちを公平で生存可能な世界に導
くということ。

私たちは、何をすべきか、どうやってそれ
をなすべきか、を既に知っている。それを
実行するかどうかは、私たち次第だ。

対策の強化

IPCC第3作業部会（WG3）共同議長 Jim Skea 教授
（AR6 WG3 報告書の承認後の記者会見にて）
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田辺清人

ご清聴ありがとうございました。


